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?Abstract?
This paper deal with a questionnaire survey on the local public enterprise law application in small scale 
water supply project. Consequently, It was found that there was answered ?will not be applied?. However, 
In the near future, When the law application is obligated, It considered that necessary to the policy 


















































































1,158 690 62 1,910
（91.7％） （97.7％） （89.9％） （93.7％）
黒字額 3,465 99 548 4,112
赤字事業数
105 16 7 128
（8.3％） （2.3％） （10.1％） （6.3％）
赤字額 54 6 8 68
総事業数 1,263 706 69 2,038













































































































































　調査期間：2018 年 11 月 21 日（水）から 2019














　回答数　：537 件（2019 年 1 月末日現在）





考に 2017 年 3 月時点で 678 事業ある法非適用簡
易水道事業者にアンケート調査を依頼，調査票を
郵送した。その結果，537 事業者から回答があっ
た。回答のあった事業者のうち，2019 年 1 月 1
日現在の事業の運営状況について質問したところ，








































































































































































































































































































































































































































































































































































のが図 20 である。最優位である C群が 39.9％と
資料：本研究アンケート調査結果より作成。




















































































































































? ??????? ????????? ???
図 19　料金回収率と料金水準の関係について（上水道事業）
資料：総務省（2018）『「水道財政のあり方に関する研究会」報告書』6ページより転載。
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平成 27 年 1 月 27 日付総務大臣通知「公営企業会計の適用
の推進について」と，平成 31 年 1 月 25 日付総務大臣通知
「公営企業会計の適用の更なる推進について」を参照した。










81.7％（103 回答 /126 発送：メール回収）である。
10） 2019 年 1 月末日時点で法非適用簡易水道事業者からの回答
は 381 件であったが，1 件のみ，質問後半の回答がなかっ
たため，集計，分析では法非適用簡易水道事業者を 380 件
のサンプル数として取り扱っている。














































1-1.　平成 31 年 1 月 1 日現在，簡易水道事業は存在しますか
a.　存在する
b.　存在しない（平成 29 年 4 月以降にすべて上水道事業に統合
済み）
c.　存在しない（平成 29 年 4 月以降にすべて企業団，組合等に
譲渡等）
d.　存在しない（平成 29 年 4 月以降にすべて廃止）
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e.　存在しない（その他：　　　　　　）
1-2.　平成 31 年 1 月 1 日現在，地方公営企業法を適用していな
い（いわゆる法非適用）簡易水道事業は存在しますか
a.　法非適用簡易水道事業が存在する
b.　存在しない（平成 29 年 4 月以降に法適用（全部）済み）







































































































































（2019 年 7 月 17 日　受稿）2019 年 8 月 20 日　受理
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